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市役所ターミナルバス待合室情報案内映像ディスプレイ整備業務 
業者選定実施要領 

 

１ 趣 旨 

この要領は，新潟市都市政策部都市交通政策課が実施する市役所ターミナルバス待合室情

報案内映像ディスプレイ整備業務に際し，公募型プロポーザル方式により，提案者の業務遂

行能力及び提案内容を総合的に評価し，最も適格と判断される業者を選定するために必要な

事項を定めるものである。  

 

２ 提案を求める業務の概要 

 （１） 業務名     市役所ターミナルバス待合室情報案内映像ディスプレイ整備業務 

 （２） 業務概要    別紙の業務概要を参照 

 （３） 履行期限    令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

     

３ 提案者の選定 

（１） 選定の方法 

     提案書を提出しようとする者は，別添資料「市役所ターミナルバス待合室情報案内

映像ディスプレイ整備業務 提案書作成要領」に従い提案書を提出する。提案書を提

出した者を対象に選定委員会が提案書を審査し，必要に応じてヒアリング等を実施し，

提案評価項目表の配点基準により総合評価し，最も優れた提案者を選定する。 

  なお，審査のヒアリングを実施する場合，後日提案者に実施案内を通知する。 

（２） 選定委員会 

提案者の選定は，「市役所ターミナルバス待合室情報案内映像ディスプレイ整備業

務業者選定委員会」（以下「選定委員会」という）が行う。 

（３） 審査 

  審査は，選定委員会が提案書の審査及び必要に応じてヒアリングを実施し，提案評

価項目表の配点基準により総合評価し，最も優れた提案書を選定する。なお，評価結

果が同得点であった場合は，委員による多数決により選定する。 
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   ＜提案評価項目表＞ 

評価項目 評価の観点 配点 

業務執行体制 

担当者の実績 

提案書に記載された提案企業（団体）の業務実績（提案書の様

式２），配置予定技術者の所有資格・職歴，業務経歴等から，

事業の実現性や事業の継続性等について評価を行う。（提案書

の様式３） 

 

２０ 

サービスの高

度化の提案 

設置場所が待合室であることを踏まえ，バス利用者に対する利

便性が向上するとともに，持続性・安定性の高い提案が望まし

い。 

 

 

６０ 

 以上を踏まえ，情報の提供やＷｉ－Ｆｉの同時接続可能人数・

速度等と合わせて，待合室の利便性を向上させる提案内容，及

び待合室の清掃や維持管理，警備など，利用環境を向上させる

提案内容を総合的に判断して評価を行う。（提案書の様式４） 

 

維持管理体制 稼働後におけるディスプレイ及び併設するものや取り組みに対

する管理体制について評価を行う。（提案書の様式４） 
２０ 

 
計１００ 

 

４ 提案者に求められる資格要件 

  提案者は，以下の用件の全てを満たすこと。 

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の参

加者の資格）で規定する参加させることができない者，又は，参加させないことがで

きる者，のいずれにも該当しないこと。 

（２） 新潟市の競争入札参加資格者名簿（業務委託・建設工事・建設コンサルタント）に

登録されている者であること，もしくは以下のア，イの条件すべてを満たす者である

こと。 

 ア．国税及び地方税の滞納が無いこと。 

 イ．法人設立日（個人にあっては事業開始の日）から申請日までの期間が１年以上経過し

ていること（ただし，承継を受けている場合、又は令和元年度入札参加資格取得業者

はこの限りではない。） 

（３） 新潟市長から，指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者，又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申

立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く）でないこと。 

（５） 選定委員会の委員が自ら主宰し，役員若しくは顧問として関係し，または所属する

法人その他の組織でないこと。 
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５ スケジュール 

公募開始（市ホームページに掲載） 令和 7年 1月 8日（水） 

質問締切 令和 7年 1月 15 日（水） 

質問に対する回答（市ホームページに掲載） 令和 7年 1月 21 日（火） 

参加表明書提出締切 令和 7年 1月 24 日（金） 

提案書締切 令和 7年 2月 3日（月） 

審査委員会 令和 7年 2月 10 日（月） 

審査結果通知・契約締結 令和 7年 2月 17 日（月） 

準備期間 令和 7年 3月中 

 

６ 参加表明書の提出 

  本要領による業者選定に参加しようとするものは，次により参加表明書の提出を要する。 

 （１） 提出書類  別紙「参加表明書」の様式による。 

 （２） 提出期限  令和７年１月２４日（金） 午後５時まで 

 （３） 提出場所  〒９５１－８５５４ 

新潟市中央区古町通７番町１０１０番地 古町ルフル５階 

新潟市都市政策部都市交通政策課 

 （４） 提出部数  １部 

 （５） 提出方法  持参または郵送（書留郵便に限る）に限る。電子メール，ＦＡＸは受

理しない。 

           持参の場合は市の閉庁日を除く各日午前９時から午後５時までとし，

郵送の場合は提出期限必着のこと。 

 

７ 質問及び回答 

 前記５により参加表明書を提出したものは，本業務に係る質問書を提出できることとする。 

  質問は次により質問書を提出することとし，口頭による質問は受け付けない。 

（１） 質問書の提出 

  ア 提出期限  別紙「質問書」の様式による。 

  イ 提出期限  令和７年１月１５日（水） 午後５時まで 

  ウ 提出場所  〒９５１－８５５４ 

新潟市中央区古町通７番町１０１０番地 古町ルフル５階 

新潟市都市政策部都市交通政策課 

  エ 提出部数  １部 

 オ 提出方法  持参または郵送（書留郵便に限る），電子メールに限る。ＦＡＸは受理

しない。 

持参の場合は市の閉庁日を除く各日午前９時から午後５時までとし，郵

送，電子メールの場合は提出期限必着のこと。電子メールの場合は着信

を確認すること。 
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（２） 質問書の回答 

質問に対する回答は，令和７年１月２１日（火）までに，参加を表明した全員に電子

メールで回答する。なお，質問に対する回答は本要領の追加または修正とみなす。 

 

８ 提案書の提出 

（１） 提出書類  別添配布資料「市役所ターミナルバス待合室情報案内映像ディスプレ

イ整備業務 提案書作成要領」に規定する書類 

（２） 提出期限  令和７年２月３日（月） 午後５時まで 

（３） 提出場所  〒９５１－８５５４ 

新潟市中央区古町通７番町１０１０番地 古町ルフル５階 

新潟市都市政策部都市交通政策課 

（４） 提出部数  提案書 １０部（正本 1 部，副本９部） 

（彩色したイラスト等はカラーコピーでもよい。） 

（５） 提出方法    提出する提案は１案とし持参または郵送（書留郵便に限る）すること。 

持参の場合は，市の閉庁日を除く各日午前９時から午後５時までとし，

郵送の場合は提出期限必着のこと。ＦＡＸまたは電子メールによる提出

は受理しない。また，要求した内容以外の書類等についても受理しない。 

（６） 追加及び変更  提出後の追加及び変更は受理しない。 

（７） 留意事項  社名は正本にのみ表示し、副本には提案者が特定できるもの（社名、

社章等）を一切記載しないこと 
 

９ 選定委員会における審査結果の通知 

審査結果については，速やかに文書をもって通知する。選定されなかった者は，選定され

なかった理由について説明を求めることができる。 

説明を求める場合は，通知した日の翌日から起算して７日（土，日，祝日，年末年始を含

まない）以内の午前９時から午後５時までに書面により提出するものとする。なお，その回

答は書面により行う。 

 

１０ 提案者の失格事項 

  次のいずれかに該当した者は失格とする。 

（１） 前記４の提案者の資格要件を満たさない者 

（２） 提案提出期限に遅れた者 

（３） 審査のヒアリングを実施する場合，欠席または指定されたヒアリング時刻に遅れた

者 

（４） 本要領の受領以降，選定委員会において審査が終了するまでの間に，本案件に関す

る内容で選定委員に接触を行なった者 

（５） 提出書類に虚偽の記載をした者または別添配布資料「市役所ターミナルバス待合室

情報案内映像ディスプレイ整備業務 提案書作成要領」に違反する表現をした者 
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１１ 業務の委託 

（１） 業務の委託 

ア 選定委員会で選定された最も優れた提案の提出者に対し，本業務委託契約の第１位交

渉権が与えられる。 

イ 市長は，第１位交渉権を与えられた者と委託契約の締結交渉を行い，合意した場合は

契約を締結する。 

ウ 第１位交渉権を与えられた者との締結交渉の結果，合意に至らなかった場合，若しく

は，第１位交渉権を与えられた者の本提案における失格事項または不正と認められる行

為が判明した場合は，次順位以降の者を繰り上げて，その者と協議する。 

  エ 契約手続きは，新潟市契約規則の規定に定めるところによる。 

オ 契約書には，提案内容と合意内容に基づいて作成した特記仕様書を添付する。 

カ 新潟市は，契約締結後においても受託者が本提案における失格事項または不正と認め

られる行為が判明した場合は，契約の解除ができるものとする。 

（２） 契約書 

新潟市契約規則の規定に定めるところによる。 

 

１２ 提案書の取扱い 

 （１） 提案書提出後において，提案者の選定までの間は提案書に記載された内容の追加及

び変更は認めない。 

 （２） 提案書に記載した主任技術者は，本業務に係る全ての契約が終了するまで原則とし

て変更できない。ただし，病休，死亡，退職等のやむを得ない理由により変更を行う

場合には，同等以上の技術者であるとの新潟市の了解を得なければならない。 

 （３） 提出されたすべての提案書は返却しない。 

 （４） 提出された提案書は複製を作成する場合がある。 

 （５） 提出された提案書は，企業秘密を含む場合があることから，提案企業（団体）から

了解を得ない限り公開しないものとする。 

 

１３ その他 

 （１） 本手続きにおいて使用する言語は日本語，通貨は日本円，単位は日本の標準時及び

計量法によるものとする。 

 （２） 提案者には，参加報酬は支払わない。 

 （３） 選定委員会で選定された，最も優れた提案の提出者が複数の企業および団体で構成

されている場合は，その代表者を本業務委託契約の相手方とする。 

 

附 則 

  この要領は，令和７年１月８日から施行し，業者が特定され契約に至った日の翌日にその

効力を失う。 


